
診療報酬関連情報

新点数Ｑ＆Ａ（厚生労働省疑義解釈その13、14）

� 2024年（令和６年）10月28日、11月５日　厚生労働省保険局医療課　事務連絡

【編注】 厚生労働省は10月28日、11月５日、2024年（令和６年）度診療報酬改定に係るＱ＆Ａ
（疑義解釈）を事務連絡しました。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

（その13、10月28日分）
【ヘリコバクター・ピロリ感染に関する検査】
問 　「ヘリコバクター・ピロリ感染の診断及び治
療に関する取扱いについて」（平成12年10月31
日保険発第180号）の「８　その他」において、
「ヘリコバクター・ピロリ感染の診断及び治療
については、関係学会よりガイドラインが示さ
れているので参考とすること」とされている。
日本ヘリコバクター学会の「H.�pylori感染の
診断と治療のガイドライン2024�改訂版」にお
いては、H.�pyloriの感染診断について「尿素
呼気試験（UBT）、迅速ウレアーゼ試験
（RUT）、（中略）はプロトンポンプ阻害薬
（PPI）、カリウムイオン競合型アシッドブロッ
カー（P-CAB）の影響を受けるので休薬して
実施する。その他の診断法はPPI内服のまま実
施できる」とあるが、当該通知２⑴で掲げら
れている感染診断の検査法のうち、②鏡検法、
③培養法、④抗体測定、⑥糞便中抗原測定又
は⑦核酸増幅法をプロトンポンプ阻害薬（PPI）
又はカリウムイオン競合型アシッドブロッカー
（P-CAB）を休薬せずに実施した場合、当該検
査の費用は算定できるか。

答 　算定できる。
（令和6.10.28事務連絡）（提要P.485）

（その14、11月５日分）
【医療ＤＸ推進体制整備加算】
問１ 　A000初診料の「注16」に規定する医療
ＤＸ推進体制整備加算について、初診料算定
時にC000�往診料を併せて算定する場合も算
定できるか。
答１ 　算定可能。

（令和6.11.5事務連絡）（提要P.45）

【生活習慣病管理料】
問２ 　B001-3生活習慣病管理料（Ⅰ）の「注
３」及びB001-3-3生活習慣病管理料（Ⅱ）の
注３の加算については、「血糖試験紙、固定
化酵素電極、穿刺器、穿刺針及び測定機器を
患者に給付又は貸与した場合における費用そ
の他血糖自己測定に係る全ての費用は当該加
算点数に含まれ、別に算定できない」とされ
ているが、皮下グルコース用電極に係る費用
は別に算定できるのか。

答２ 　算定不可。
（令和6.11.5事務連絡）（提要P.295～299）

【看護職員処遇改善評価料、ベースアップ評価料】
問１ 　医科点数表におけるO000看護職員処遇
改善評価料、歯科点数表におけるP000看護
職員処遇改善評価料（以下「看護職員処遇改
善評価料」という）、医科点数表における
O100外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、
O101外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）及
びO102入院ベースアップ評価料、歯科点数表
におけるP100歯科外来・在宅ベースアップ評
価料（Ⅰ）、P101歯科外来・在宅ベースアッ
プ評価料（Ⅱ）及びP102入院ベースアップ
評価料並びに「訪問看護療養費に係る指定訪
問看護の費用の額の算定方法」における06訪
問看護ベースアップ評価料（以下「ベースア
ップ評価料」という）の施設基準において、
賃金の改善を実施する項目以外の賃金項目
（業績等に応じて変動するものを除く）の水
準を低下させてはならないとされているが、
令和６年人事院勧告を踏まえ、配偶者手当の
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段階的廃止及び地域手当の引下げを行う場合
においても、看護職員処遇改善評価料及びベ
ースアップ評価料は算定可能か。
�答１ 　令和６年人事院勧告を踏まえ、一部の対
象職員の賃金水準が低下した場合であって
も、当該医療機関全体の賃金総額にかかる要
件を含め、看護職員処遇改善評価料又はベー
スアップ評価料の要件を満たしていれば算定
可能である。すなわち、当該医療機関全体の
賃金改善の総額が看護職員処遇改善評価料及
びベースアップ評価料を算定することによっ
て得られる収入の総額以上となるようにしな
ければならない。
　　なお、この場合において、既に看護職員処
遇改善評価料又はベースアップ評価料の届出
を行っている保険医療機関については、修正
した「賃金改善計画書」の提出は必須ではな
いが、再度地方厚生（支）局長に提出しても
差し支えない。 
�問２ 　問１の場合において、賃金の改善を判断
する際の①当該評価料による賃金の改善措置
が実施されなかった場合の賃金総額又は給与
総額、②当該評価料による賃金の改善措置が
実施された場合の賃金総額又は給与総額はど
のように考えればよいか。
�答２ 　①は各医療機関における賃金改善措置及
び令和６年人事院勧告を踏まえた配偶者手当
の段階的廃止・地域手当の引下げが行われる
前の賃金総額又は給与総額、②は各医療機関
における賃金改善措置及び令和６年人事院勧
告を踏まえた配偶者手当の段階的廃止・地域
手当の引下げを行った後の賃金総額又は給与
総額とする。すなわち、賃金改善の総額は②
から①を引いた金額となる。
�問３ 　看護職員処遇改善評価料の施設基準にお
いて、「届出時点の計画を上回る収入が生じ
た場合又は看護職員が減った場合であって、
当該計画に基づく収入の３分の２以上を賃金
の改善措置を行っている場合に限り、当該差
分については、翌年度の12月までに賃金の改
善措置を行えばよい」とあるが、翌年度の８
月時点で、前年度の収入にかかる賃金の改善
措置が完了していない場合、賃金改善実績報
告書の作成はどのように行えばよいか。
�答３ 　翌年度の８月に、その時点における前年

度の収入にかかる賃金の改善措置の状況にか
かる賃金改善実績報告書を作成し、地方厚生
（支）局長に報告する。その上で、翌年度の
１月までに当該賃金の改善措置完了後の状況
について、改めて地方厚生（支）局長に報告
する。

�問４ 　ベースアップ評価料において、賃金の改
善については、算定開始月から実施する必要
があるか。

�答４ 　原則算定開始月から賃金改善を実施し、
算定する月においては実施する必要がある。
なお、令和６年４月より賃金の改善を行った
保険医療機関又は訪問看護ステーションにつ
いては、令和６年４月以降の賃金の改善分に
ついても、当該評価料による賃金改善の実績
の対象に含めてよい。

　　ただし、届出時点において「賃金改善計画
書」の作成を行っているものの、条例の改正
が必要であること等やむを得ない理由により
算定開始月からの賃金改善が実施困難な場合
は、同年度末までに算定開始月まで遡及して
賃金改善を実施する場合に限り、算定開始月
から賃金改善を実施したものとみなすことが
できる。

　　なお、これに伴い、「疑義解釈資料の送付
について（その１）」（令和６年３月28日事務
連絡）別添２の問６（編注：提要P.1432、左段の問６）
は廃止する。

　（編注：提要P.1462、左段の問６、下線部を「令和６年12月
まで」→「同年度末まで」に変更）

（令和6.11.5事務連絡）（提要P.1461～63）

【妥結率等に係る報告】（許可病床数200床以上
の病院の初・再診料に関わるもの）

�問１ 　「基本診療料の施設基準等及びその届出
に関する手続きの取扱いについて」（令和６
年３月５日保医発0305第５号）に掲げる様式
２の４及び「特掲診療料の施設基準等及びそ
の届出に関する手続きの取扱いについて」
（令和６年３月５日保医発0305第６号。以下
「特掲診療料施設基準通知」という）に掲げ
る様式85（以下、特段の指定がない場合は同
様の様式を指す）の各設問において該当する
項目が複数ある場合は、全てを選択すること
でよいか。
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�答１ 　該当する項目が複数ある場合は、全て選
択する。
�問２ 　様式85の「同一グループの保険薬局数」
の「同一グループ」はどの範囲まで属してい
る会社が該当するのか。
�答２ 　特掲診療料施設基準通知の第88の２にお
ける「調剤基本料２の施設基準に関する留意
点」の⑹の規定により判断する。
�問３ 　設問２の⑴にある「価格交渉を代行する
者」について、記載上の注意の７に「医療用
医薬品の共同購買サービスを提供する事業
者、医療機関や薬局に代わり卸売販売業者と
の価格交渉を行う事業者等」とあるが、具体
的にはどのような事業者が該当するのか。
�答３ 　「価格交渉を代行する者」の該当性につ
いては、以下により判断する。なお、判断に
ついて疑義が生じる場合は、厚生労働省が設
置している流通改善ガイドラインの相談窓口
に照会する。
○価格交渉を代行する者の該当性 
　　事業者が次のいずれかに該当する場合、
「価格交渉を代行する者」とする。なお
「同一グループ」とは問２のとおりである
が、これに該当しない場合は「別グルー
プ」という。
１．医薬品卸と医療機関及び薬局（以下
「医療機関等」という）との価格交渉に
おいて、事業者が医療機関等に代わって
医薬品卸と価格交渉を行う場合であっ
て、医療機関等と事業者が別グループの
場合（事業者と同一グループの医療機
関・薬局分と別グループの医療機関・薬
局分をあわせて価格交渉する場合も含
む）。
　　ただし、事業者が医薬品卸と直接価格
交渉せず、医療機関等と医薬品卸の交渉
の場に同席するなど、価格交渉に間接的
に関与している場合も価格交渉を代行し
ていることに含まれるが、ベンチマーク
など価格交渉に影響を与えるデータの提
供のみを行う場合は含まれない。
２．医療機関等と別グループの事業者が大
半の医療用医薬品（歯科用医薬品は除
く）を製薬企業から購入せず、医薬品卸
から購入し、医療機関等に販売している

場合、又は医療機関等と別グループの事
業者が、医薬品卸と価格交渉し、医療機
関等からの代金回収と医薬品卸への代金
支払いを行うが、医薬品卸への発注や医
療機関等からの受注が当該事業者を介さ
ず、医薬品卸と医療機関で直接行われる
場合（事業者と同一グループの医療機
関・薬局分と別グループの医療機関・薬
局分をあわせて購入又は代金の回収や支
払いをする場合も含む）。

�問４ 　設問２の⑵のイにある「年間での契約で
はないが、前年度の上半期と下半期の妥結価
格は同程度」とは、どのように解釈すべきか。

�答４ 　医薬品の価値の変動による妥結価格の変
更等を除き、前年度の上半期の乖離率と比較
して、下半期の乖離率に変動がなかった場合
は、当該事項を選択する。

�問５ 　設問３の⑴における単品単価交渉につい
て、記載上の注意の４に「他の医薬品の価格
の影響を受けず、地域差や個々の取引条件等
により生じる安定供給に必要なコストを踏ま
え、取引先と個別品目ごとに取引価格を決め
る交渉をいう」とあるが、例えば、取引先と
個別品目ごとに取引価格を決めていたとして
も、これに該当しない交渉はあるか。

�答５ 　取引先と個別品目ごとに取引価格を決め
ていたとしても、例えば、以下については、
単品単価交渉に該当しないと考えられる。
・総価値引率を用いた交渉
・全国最低価格に類する価格をベンチマーク
として用いた交渉

・ベンチマークを用いた交渉の内、配送コス
トなどの地域差及び購入金額、支払条件、
返品、急配等の取引条件を考慮していない
単価をベンチマークとし、当該価格で決定
する一方的な交渉

・法人格・個人事業主が異なる加盟施設との
取引価格の交渉を一括して受託する業者の
価格交渉について、加盟施設ごとの地域差
や取引条件等を考慮しない取引価格での交
渉や加盟施設の確認が行われない交渉

�問６ 　設問３の⑴にある「新薬創出等加算品目
について単品単価交渉を行っている」につい
て、例えば、１品目の新薬創出等加算品目の
み単品単価交渉を行っている保険医療機関又
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検査料の点数の取扱い
� 2024年（令和６年）10月31日　保医発1031第３号

�【編注】 厚生労働省は10月31日、標記について通知しました。
　下線は追加です。適用は2024年11月１日です。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

【特掲診療料 第３部 検査】
D015 血漿蛋白免疫学的検査
→ 「52」の免疫電気泳動法（抗ヒト全血清）、免
疫電気泳動法（特異抗血清）及び免疫固定法
（モノクローナル抗体を用いた場合）
ア　「17」の免疫電気泳動法（抗ヒト全血清）、
「24」の免疫電気泳動法（特異抗血清）及び
免疫固定法（モノクローナル抗体を用いた場
合）については、同一検体につき一回に限り
算定する。
イ　同一検体について「17」の免疫電気泳動法
（抗ヒト全血清）、「24」の免疫電気泳動法
（特異抗血清）又は免疫固定法（モノクロー
ナル抗体を用いた場合）のうちいずれかを併
せて行った場合は、主たる検査の所定点数の
みを算定する。
ウ　「24」の免疫電気泳動法（特異抗血清）は、
免疫固定法により実施した場合にも算定でき

る。
エ　免疫固定法（モノクローナル抗体を用いた
場合）は、ダラツムマブ由来のIgG-κの影響
を回避することができるものとして薬事承認
又は認証を得ている体外診断用医薬品を用い
て、免疫固定法により、ダラツムマブが投与
された患者における多発性骨髄腫又は全身性
ALアミロイドーシスの治療効果判定を目的
として行った場合に、D015血漿蛋白免疫学
的検査の「29」免疫グロブリン遊離Ｌ鎖κ／
λ比の所定点数２回分を合算した点数（776
点）を準用して算定する。

（令和６保医発1031・３）（提要P.497、左段下から20行目～10行目、
下線部訂正及び追加）

販売名：HYDRASHIFT ダラツムマブ
保険適用希望企業：SEBIA JAPAN株式会社
主な使用目的：血清中IgG，IgA，IgM，L鎖
κ型及びＬ鎖λ型の検出

は保険薬局は該当するか。
�答６ 　取引する複数の新薬創出等加算品目の
内、単品単価交渉をした新薬創出等加算品目
が１品目のみの場合や、取引している全ての
新薬創出等加算品目数に対して、単品単価交
渉で取引された品目の割合が低い場合は該当
しない。判断について疑義が生じる場合は、
厚生労働省が設置している流通改善ガイドラ
インの相談窓口に照会する。
�問７ 　設問３の⑶にある「医薬品の価値に変動
がある場合」とはどのような場合が該当する
のか。
�答７ 　「医薬品の価値に変動がある場合」とは、

例えば、期中において薬価改定があった場合
が該当する。なお、購入者側の都合で妥結価
格を変更する場合はこれに該当しない。

�問８ 　設問３の⑷にある「原則として全ての品
目について単品単価交渉を行なっている」と
はどのように解釈すべきか。

�答８ 　全ての品目について単品単価交渉を行っ
ている場合は、当該事項を選択する。なお、
判断について疑義が生じる場合は、厚生労働
省が設置している流通改善ガイドラインの相
談窓口に照会する。

（令和6.11.5事務連絡）（提要P.1049）
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「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項」 
等の一部改正

� 2024年（令和６年）10月31日　保医発1031第１号

�【編注】 厚生労働省は10月31日、標記について通知しました。適用は2024年11月１日からです。
二重取消線は削除、下線は追加です。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

１．医科診療報酬点数表に関する事項
【第２章 特掲診療料】
【第９部 処置】
→J041 吸着式血液浄化法
→エンドトキシン選択除去用吸着式血液浄化法
⑴　（略）
⑵　エンドトキシン選択除去用吸着式血液浄化
法において、既存治療が奏効しない特発性肺
線維症の急性増悪の患者に対して行った場合
に、J041吸着式血液浄化法により算定する。
なお、実施に当たっては、関連学会の定める
適正使用指針を遵守する。
⑶ ⑵　（略）
（令和６保医発1031・１）（提要P.711、左段下から20行目に下線部
追加）

２．「特定保険医療材料の定義」の一部改正
→087 植込型脳・脊髄電気刺激装置の定義
�【機能区分の定義】
①～⑩　（略）
⑪振戦軽減用（16極以上用・充電式）：次のい
ずれにも該当する。
ア　パーキンソン病、ジストニア若しくは本
態性振戦に伴う振戦等又は薬剤抵抗性の焦
点性てんかん発作の症状の軽減効果を目的
として使用するものである。

イ・ウ　（略）
（令和６保医発1031・１）（提要P.998、右段上から１、２行目を訂
正及び下線部追加）
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支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）

� 2024年（令和６年）10月31日　社会保険診療報酬支払基金

�【編注】 支払基金は10月31日、「審査の一般的な取扱い事例」第17回を追加しました。
　「取扱いを作成した根拠等」の詳細は、社会保険診療報酬支払基金トップページ＞診療報酬の
審査＞審査結果の差異に対する取組＞審査の取扱いが統一された事例＞支払基金における審査の
一般的な取扱い（医科）＞支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）でご確認ください。

（第17回・2024年10月31日分）
【医学管理等】

314 喘息性気管支炎に対する小児特定疾患カウ
ンセリング料
　喘息性気管支炎に対するＢ001「４」小児特
定疾患カウンセリング料の算定は、原則として
認められない。

【検査】
315 貧血のみに対する糞便中ヘモグロビン
　貧血のみに対するＤ003「７」糞便中ヘモグ
ロビンの算定は、原則として認められない。
316 高血圧症に対する末梢血液像（鏡検法）
支払基金統一事例
①初診時の高血圧症に対するＤ005「６」末梢
血液像（鏡検法）の算定は、原則として認め
られる。
②再診時の高血圧症に対するＤ005「６」末梢
血液像（鏡検法）の算定は、原則として認め
られない。

317 成人スチル病（疑い含む）に対するフェリ
チン定量・半定量
　成人スチル病（疑い含む）に対するＤ007
「25」フェリチン定量・半定量の算定は、原則
として認められる。
318 若年性特発性関節炎に対するフェリチン半定量
支払基金統一事例
　若年性特発性関節炎に対するＤ007「25」フェ
リチン半定量の算定は、原則として認められる。
319 心不全の疑いに対する連月の脳性Ｎａ利尿
ペプチド（ＢＮＰ）等
　心不全の疑いに対する連月のＤ008「18」脳
性Ｎａ利尿ペプチド（ＢＮＰ）、Ｄ008「20」脳
性Ｎａ利尿ペプチド前駆体Ｎ端フラグメント
（ＮＴ－ｐｒｏＢＮＰ）の算定は、原則として認め
られない。

320 心臓性浮腫に対するＮＴ－ｐｒｏＢＮＰの連
月算定 　支払基金統一事例
　心臓性浮腫に対するＤ008「20」脳性Ｎａ利
尿ペプチド前駆体Ｎ端フラグメント（ＮＴ－ｐ
ｒｏＢＮＰ）の連月の算定は、原則として認め
られる。
321 精巣腫瘍の疑いに対するα-フェトプロテイ
ン（ＡＦＰ）
　精巣腫瘍の疑いに対するＤ009「２」α–フェ
トプロテイン（ＡＦＰ）の算定は、原則として
認められる。
322 若年性特発性関節炎に対するＲＦ定量
　若年性特発性関節炎に対するＤ014「２」Ｒ
Ｆ定量の算定は、原則として認められる。
323 若年性特発性関節炎に対するＭＭＰ－3
　若年性特発性関節炎に対するＤ014「９」Ｍ
ＭＰ－3の算定は、原則として認められる。
324 関節リウマチに対するＭＭＰ－3とＲＦ定量
の併算定 　支払基金統一事例
　関節リウマチに対するＤ014「９」ＭＭＰ-3
とＤ014「２」ＲＦ定量の併算定は、原則とし
て認められる。
325 全身性エリテマトーデス（ＳＬＥ）の疑いに
対する抗ＤＮＡ抗体定性
　全身性エリテマトーデス（ＳＬＥ）の疑いに
対するＤ014「17」抗ＤＮＡ抗体定性の算定は、
原則として認められる。
326 食物アレルギーの疑いに対する特異的ＩｇＥ
半定量・定量
　食物アレルギーの疑いに対するＤ015「13」
特異的ＩｇＥ半定量・定量の算定は、原則とし
て認められる。
327 Ｃ型慢性肝炎又はＣ型代償性肝硬変に対する
抗ウイルス療法治療中のＨＣＶ核酸定量の連月
の算定
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　Ｃ型慢性肝炎又はＣ型代償性肝硬変に対する
抗ウイルス薬治療中のＤ023「15」ＨＣＶ核酸
定量の連月の算定は、原則として認められる。
328 心臓超音波検査（経胸壁心エコー法）
①次の傷病名等に対するＤ215「３」心臓超音
波検査「イ」経胸壁心エコー法の算定は、原
則として認められる。
⑴　心筋梗塞（疑い含む）
⑵　心筋症（疑い含む）
⑶　心筋炎（疑い含む）
⑷　心膜炎（疑い含む）
⑸　心膜液貯留（疑い含む）
⑹　心臓弁膜症（疑い含む）
⑺　先天性心疾患（疑い含む）
⑻　川崎病（疑い含む）
⑼　心不全（疑い含む）
⑽　心サルコイドーシス（疑い含む）
⑾　心肥大の疑い
⑿　高血圧性心疾患（疑い含む）
⒀　肺高血圧症（疑い含む）
⒁　慢性肺血栓塞栓症（疑い含む）
⒂　アミロイドーシス
⒃　心雑音、胸痛
⒄　心臓腫瘍
⒅　大動脈解離
⒆　心電図異常（右脚ブロック時）
②次の傷病名等に対するＤ215「３」心臓超音
波検査「イ」経胸壁心エコー法の算定は、原
則として認められない。
⑴　不整脈疑い
⑵　混合性結合組織病
⑶　全身性エリテマトーデス
⑷　高血圧症（再診時）

329 前立腺肥大症の疑い等に対する残尿測定検査
支払基金統一事例
①次の傷病名に対するＤ216-2残尿測定検査の
算定は、原則として認められる。
⑴　前立腺肥大症疑い
⑵　神経因性膀胱疑い
⑶　過活動膀胱疑い
②次の傷病名に対するＤ216-2残尿測定検査の
算定は、原則として認められない。
⑴　神経性頻尿症疑い
⑵　前立腺癌
⑶　膀胱結石症

⑷　尿道結石症
⑸　膀胱尿管逆流
⑹　遺尿症
⑺　夜尿症
⑻　膀胱結核

330 痔核等に対する直腸ファイバースコピー
　次の傷病名に対するＤ312直腸ファイバース
コピーの算定は、原則として認められない。
⑴　痔核
⑵　裂肛

【画像診断】
331 脳出血等に対する造影剤使用加算（ＭＲＩ）
　次の頭部の疾患に対する造影剤使用加算（Ｍ
ＲＩ）の算定は、原則として認められない。
⑴　脳出血
⑵　脳動脈瘤

【投薬】
332 アムロジピンベシル酸塩・アトルバスタチン
カルシウム水和物配合剤
　次の傷病名に対するアムロジピンベシル酸
塩・アトルバスタチンカルシウム水和物配合剤
（カデュエット配合錠等）の算定は、原則とし
て認められない。
⑴　高血圧症又は狭心症あり、高コレステロ
ール血症又は家族性高コレステロール血症
なし

⑵　高血圧症又は狭心症なし、高コレステロ
ール血症又は家族性高コレステロール血症
あり

333 高血圧症で慢性腎不全がある場合に対する
エナラプリルマレイン酸塩
　高血圧症で慢性腎不全がある場合に対するエ
ナラプリルマレイン酸塩（レニベース錠2.5等）
の算定は、原則として認められる。
334 高血圧症に対する配合剤の初回投薬
　高血圧症に対する配合剤※の初回投薬（第一
選択として）の算定は、原則として認められない。
※バルサルタン・ヒドロクロロチアジド、カンデ
サルタンシレキセチル・ヒドロクロロチアジ
ド、テルミサルタン・ヒドロクロロチアジド、
ロサルタンカリウム・ヒドロクロロチアジド、
イルベサルタン・トリクロルメチアジド、アジ
ルサルタン・アムロジピンベシル酸塩、バル
サルタン・シルニジピン、イルベサルタン・
アムロジピンベシル酸塩、バルサルタン・ア
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ムロジピンベシル酸塩、テルミサルタン・ア
ムロジピンベシル酸塩、カンデサルタンシレ
キセチル・アムロジピンベシル酸塩又はオル
メサルタンメドキソミル・アゼルニジピン

335 ２型糖尿病性腎症に対するイミダプリル塩酸
塩錠
　２型糖尿病性腎症に対するイミダプリル塩酸
塩錠（タナトリル錠2.5、５㎎）の算定は、原
則として認められない。
336 適応傷病名と腎障害等がある患者に対する
フェノフィブラート錠 　支払基金統一事例
　適応傷病名と次の傷病名等がある患者に対す
るフェノフィブラート錠（リピディル錠等）の
算定は、原則として認められる。
⑴　腎障害
⑵　肝疾患に対する肝庇護薬（内服薬・注射
薬）投与中

337 下痢症等に対するモサプリドクエン酸塩水
和物
　次の傷病名に対するモサプリドクエン酸塩水
和物（ガスモチン錠等）の算定は、原則として
認められない。
⑴　下痢症
⑵　胃癌
⑶　十二指腸潰瘍
⑷　逆流性食道炎

338 アルツハイマー病（家族性含む）に対する
リバスチグミン、ガランタミン臭化水素酸塩及
びメマンチン塩酸塩
①アルツハイマー病（家族性含む）に対するリ
バスチグミン（リバスタッチパッチ）、ガラ
ンタミン臭化水素酸塩（レミニール錠）及び
メマンチン塩酸塩（メマリー錠）の算定は、
原則として認められる。
②メマンチン塩酸塩（メマリー錠）とコリンエ
ステラーゼ阻害薬（ＣｈＥＩ）（ドネペジル
塩酸塩、ガランタミン臭化水素酸塩、リバス
チグミン）の併用投与の算定は、原則として
認められる。

339 脳疾患術後等に対するスルピリド
　次の傷病名に対するスルピリド【内服薬】
（ドグマチール錠等）の算定は、原則として認
められない。
⑴　脳疾患術後
⑵　逆流性食道炎

⑶　胃炎
340 ナルフラフィン塩酸塩①
　そう痒症がない、透析患者又は慢性肝疾患患
者に対するナルフラフィン塩酸塩（レミッチカ
プセル等）の算定は、原則として認められない。
341 ナルフラフィン塩酸塩②
　血液透析又は腹膜透析中のそう痒症に対する
ナルフラフィン塩酸塩（レミッチカプセル等）
と抗ヒスタミン剤・抗アレルギー剤の併用投与
は、原則として認められる。
342 皮膚そう痒症に対するシクロホスファミド
水和物
　皮膚そう痒症に対するシクロホスファミド水
和物（エンドキサン錠等）の算定は、原則とし
て認められない。
343 広汎性発達障害に対するリスペリドン等
支払基金統一事例
　広汎性発達障害に対する次の非定型抗精神病
薬の算定は、原則として認められる。
⑴　リスペリドン（内服薬）（リスパダール
錠等（３㎎錠を除く））

⑵　アリピプラゾール（エビリファイ錠等）
【注射】

344 膵炎に対するナファモスタットメシル酸塩
製剤の投与量
　膵炎（急性期又は急性増悪期）に対するナフ
ァモスタットメシル酸塩製剤（注射用フサン
等）の投与量は、原則として１日40㎎まで認め
られる。
345 関節腔内注射時の精製ヒアルロン酸ナトリウム
注射液とリドカイン注射液 　支払基金統一事例
　関節腔内注射時の精製ヒアルロン酸ナトリウ
ム注射液（アルツディスポ関節注）とリドカイ
ン注射液（キシロカイン注等）の併用投与は、
原則として認められる。
346 メニエール病に対するデキストラン40
　メニエール病に対するデキストラン40（低分
子デキストランＬ注、低分子デキストラン糖
注）の算定は、原則として認められない。

【精神科専門療法】
347 片頭痛（心身症）等に対する心身医学療法
支払基金統一事例
①次の傷病名に対するI004心身医学療法の算定
は、原則として認められる。
⑴　片頭痛（心身症）
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⑵　自律神経失調症（心身症）
⑶　胃潰瘍（心身症）
⑷　肩こり（心身症）
⑸　男性更年期障害（心身症）
⑹　月経痛（心身症）
⑺　更年期症候群（心身症）
⑻　動悸（心身症）
⑼　嘔吐症（心身症）
⑽　めまい（心身症）
⑾　頭痛（心身症）
②次の傷病名に対するＩ004心身医学療法の算
定は、原則として認められない。
⑴　うつ病（心身症）
⑵　パニック障害（心身症）
⑶　不安神経症（心身症）
⑷　不安障害（心身症）
⑸　適応障害（心身症）
⑹　神経症（心身症）
⑺　自閉症（心身症）
⑻　発達障害（心身症）
⑼　不眠症（心身症）
⑽　心身症のみ

【処置】
348 いぼ焼灼法及びいぼ等冷凍凝固法
　次の傷病名に対するJ055いぼ焼灼法又はJ056
いぼ等冷凍凝固法の算定は、原則として認めら
れる。
⑴　尖圭コンジローマ
⑵　軟性線維腫
⑶　軟性線維腫二次感染
⑷　尋常性疣贅
⑸　日光角化症
　また、算定回数は、原則として週１回（月５
回）まで認められる。
349 尿路感染症に対する膀胱洗浄の算定回数
支払基金統一事例
　尿道カテーテル留置例における尿路感染症に
対するＪ060 膀胱洗浄週１回の算定は、原則と
して認められる。
350 肩関節等に対する湿布処置
①次の部位に対するＪ119消炎鎮痛等処置「３」
湿布処置の算定は、原則として認められる。
⑴　肩関節
⑵　肘関節
⑶　股関節

⑷　膝関節
②次の部位に対するJ119 消炎鎮痛等処置「３」
湿布処置の算定は、原則として認められない。
⑴　手足（片側）
⑵　手指（片側）
⑶　足趾（片側）

【手術】
351 透析シャント狭窄又は透析シャント閉塞に
対するカテーテル等の算定本数
　透析シャント狭窄又は透析シャント閉塞に対
する次のカテーテル等の本数は、原則として１
本まで認められる。
⑴　ＰＴＡバルーンカテーテル（一般型・標
準型）、（一般型・特殊型）

⑵　ガイドワイヤー
352 タコシール組織接着用、ボルヒール組織接
着用又はベリプラストＰコンビセット組織接着
用の２種以上の併算定 　支払基金統一事例
①同一部位に対するタコシール組織接着用（肝
臓外科、肺外科、心臓血管外科、産婦人科及
び泌尿器外科領域における手術の場合）と、
ボルヒール組織接着用又はベリプラストＰコ
ンビセット組織接着用の２種の組織接着剤の
併算定は、原則として認められる。

②脳外科領域の硬膜手術時に対するボルヒール
組織接着用とベリプラストＰコンビセット組
織接着用の２種以上の組織接着剤の併算定
は、原則として認められない。

353 体外式連続心拍出量測定用センサー 　 支
払基金統一事例
　心疾患を有する患者、ショック状態にある患
者、大量出血が予測される患者等以外の手術時
における006 体外式連続心拍出量測定用センサ
ーの算定は、原則として認められない。
354 内視鏡的胃、十二指腸ポリープ・粘膜切除
術（その他）等における胃内粘液溶解除去剤
支払基金統一事例
　次の手術又は検査における胃内粘液溶解除去
剤（プロナーゼＭＳ）の算定は、原則として認
められる。
⑴　Ｋ653内視鏡的胃、十二指腸ポリープ・
粘膜切除術「５」その他のポリープ・粘膜
切除術

⑵　Ｄ310小腸内視鏡検査「３」カプセル型
内視鏡によるもの
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指定訪問看護の提供に関する取扱方針
� 2024年（令和６年）10月22日　厚生労働省保険局医療課事務連絡

�【編注】 訪問看護の提供は「指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準」（平成12年厚生
省令第80号。以下「基準省令」という）及び「指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基
準について」（令和２年３月５日保発0305第４号。以下「基準通知」という）において、その
取扱方針が示されています。
　今般、利用者の状態にかかわらず一律に回数を定めて訪問看護を行っている事例がある等の
報道があったことを踏まえ、厚生労働省は10月22日、指定訪問看護の提供に関する取扱方針の
具体的解釈について事務連絡しました。

　指定訪問看護事業者は、基準省令に従い、訪
問看護を受ける者の心身の状況等に応じて自ら
適切な指定訪問看護を提供するものとしており、
指定訪問看護の取扱方針については基準通知の
第三の４⑼において以下のように示している。
①指定訪問看護は、利用者の心身の特性を踏
まえて、利用者の療養上妥当適切に行い、
日常の療養生活の充実に資するようにする
とともに、漫然かつ画一的なものにならな
いよう、主治医との密接な連携のもとに看
護目標及び訪問看護計画に沿って行う。
②指定訪問看護の提供については、目標達成
の度合いやその効果等について評価を行う
とともに、訪問看護計画の修正を行い、改

善を図る等に努めなければならない。
　したがって、訪問看護の日数、回数、実施時
間及び訪問する人数（以下「訪問看護の日数
等」という）については、訪問看護ステーショ
ンの看護師等が訪問時に把握した利用者や家族
等の状況に即して、主治医から交付された訪問
看護指示書に基づき検討されるものであるか
ら、訪問看護ステーションの看護師等が利用者
の個別の状況を踏まえずに一律に訪問看護の日
数等を定めるといったことや、利用者の居宅へ
の訪問に直接携わっていない指定訪問看護事業
者の開設者等が訪問看護の日数等を定めるとい
ったことは認められないことに留意する。
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